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財 務 会 計 頷 域 に お け る 環 境 会 計
一 カナダにおける制度化の取り組みと環境報告の実態 一

谷 口 智 香

（関西学院大学大学院）

Ｉ． 環 境 会 計 を と り ま く 状 況

豊富 な自然資 源を保有するカ ナ ダで は、
バルディー ズ号の原油流 出事故等 があった１９８０年

代後半を境 に環境 問題への関心が一気に高まり、 環境法 規制も連邦・州 レ
ベルで制定あるい は

大 幅 改 正 が な さ れ て き た１）。 こ れ ら の 厳 格 な 法 規 制 は 企 業 に 新 た な 要 求 や コ ス ト、 リ ス ク を 課

す よ う に な り、 ま た、 カ ナ ダ の 会 計 基 準 に 環 境 問 題 に 関 す る 要 求 が 含 め ら れ た 影 響 も あ っ て、

環境情報 の開示 は広まりを みせた。 １９９０年 代に入っ てか らはカナ ダの企業は優 れた環境報 告

を 実 施 し て お り、 そ の リ ー ダ ー 的 存 在 で あ る と 認 め ら れ る よ う に な っ て き て い る
２）
。

しかし、 年次報告書における環境情報 開示にはかなりの進展がみ られる ものの、 なお全般的

に は 具 体 性 に 欠 け、 環 境 問 題 の 漠 然 と し た 記 述 に と ど ま っ て い る も の も 多 い。 こ れ は、 環 境 間

題を会 計処理する際に、 既存の会計基準を どの よう に適用すべきかが不明瞭である ため、 ま た、

現行会 計基 準では適切に認識 しえない事象 があ るためであると指摘されている。 こ れらの問題

点 を 明 ら か に し、 財 務 会 計 の フ レ ー ム ワ ー ク に お い て ど の よ う に 解 決 す べ き か を 検 討 し た も の

が
、
カ ナ ダ 勅 許 会 計 士 協 会 （Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ、

以 下 ＣＩＣ Ａ）

の研究報告書 「環境 コス トと環境負債 → 計およ び財務報告 の諸問題３）」 であ る。 次節 ではこ

の研究報告書を もと に環 境会計の論点を取り上 げ、 そ して第 ３節では、 環境会計の制度化への

取り組みと して、 関連す る既 存の基準の改定の動きと包括的な環 境会計基準の設定に向けての

動きを取り上 げ、 最後にカナ ダ企業の環境報告の現状についてみ ていく 中で、 環境会計の１っ

の方向づけを示 してみたいと 考え る。

ＩＩ． 環 境 コ ス トと 環 境 負 値 を め ぐ る 論 点

１． 環 境 コ ス ト の 範 囲

既存の 財務会計フレームワークでは・ 環境 は、 企 業の経済的資源に影響を及 ぼす範囲 にお い
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て 会 計 上 認 識 さ れ る こ と と な る。 こ の 場 合、 企 業 に と っ て の 環 境 コ ス ト は、 環 境 対 策 コ ス ト お

よ ぴ環 境損 失とから成る。 環境対策コス ト
と は、 環境汚染の防止、 削減およ び浄化、 再生可能

資 源や 再生 不能資源の保護のためにと られる 措置に要するコス トである。 環 境損失とは、 環境

に 関連 して便益なくして発生するコス トであ 孔

２
．
環 境 コ ス ト の 会 計 処 理

図１は既に発生し当期に認識され ている環 境コストについての会 計処 理の概要を示 している。

そ のコストが以前に認識されたコス トの 見積変更である場合、 それ に関連す る
基準に したがっ

て 処 理 さ れ る。 そ う で な い な ら ば、 そ の コ ス ト を 過 年 度、 当 期、 将 来 期 間 の い ず れ に 賦 課 す
べ

き か を 決 定 し な け れ ば な ら な い。

Ｎｏ

コ ス ト は 過 年 度

１篭機慧」十
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（出 所） ＴｈｅＣａｎａｄｉａｎＩｎｓｔｉｔｕｔｅｏｆＣｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ，
肋 〃ｏ 榊 ｅ物 ’Ｃｏ眺 ｍｄ 工 肋 ｍ 地∫ 一 ㏄ｏ舳 物ｇ ｍｄ

Ｆ肋 α刎｛〃 Ｒ 幼 ｏ材 初ｇ Ｊｓ８ｍ８ （Ｔｈｅ Ｃａ１１ａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ，
１９９３）， ｐ．１４．

平 松 一 夫・ 谷 口 智 香 訳 『環 境 会 計 一 環 境 コ ス トと 環 境 負 債』 （東 京 経 済 情 報 出 版、 １９９５ 年）・ ｐ・４０。

図１ 環 境 コ ス ト の 会 計 の 概 要



財 務 会 計 領 域 に お ける 環 境 会 計 ３５

過年度 に賦 課さ れる環境コス トは、 過年度 の便益に関連し、
かつ、 過年度損 益修正や過年度

の 財 務 諸 表 の 誤 謬 の 訂 正 と み な さ れ る コ ス ト の み で あ り、 か な り 限 定 さ れ て い る。

当期に賦課さ れる環 境コストとは、 当期の営業 活動に直接的または間接的に関連 しているた

めに費用化された もの、 お よび、 過去または将来のい ずれの期間にも賦課すること がで きず消

却 さ れ た コ ス ト で あ る。

間題は、 将来期間に賦課さ れる、 つま り資本化また は繰延べ られる環境コストの決定である。

一般 に現行の会計基準 は、 環境対策 支出が即費用化され、 環境 対策を実施する企業を不利に し

て い る、 ま た、 企 業 の 環 境 対 策 の 実 施 を 妨 げ て い る と い わ れ て い る が、 そ の 解 決 の た め に、 ま

ず環境コ ストの資本化の要件について明 らか にする必要がある。 資産の取 得、 建設ま たは開発

に 関 連 し て 生 じ た 環 境 コ ス ト は、 当 該 コ ス ト の 一 部 と し て 資 本 化 が 可 能 と な る。 問 題 は、 過 去

の 活 動 に 関 連 し て 発 生 し た 環 境 コ ス ト の 処 理 で あ る。 こ れ に つ い て ２ つ の ア ブ ロ ー チ が 認 識 さ

れ て い る４）
。
「将 来 便 益 の 増 加 ア プ ロ ー チ （ｉｎｃｒｅａｓｅｄ－ｆｕｔｕｒｅ・ｂｅｎｅｆｉｔｓ ａｐｐｒｏａｃｈ）」 に よ れ ば、

環境コストが資産か ら得られる将来の期待経済的便益 を増 加さ せるならば資本化 し、 過度なコ

ス ト は 損 失 と し て 消 却 さ れ る
。
「 将 来 便 益 の 追 加 コ ス ト ア プ ロ ー チ （ａｄｄｉｔｉｏｎａ１－ｃｏｓｔ－ｏｆ－ｆｕｔｕｒｅ－

ｂｅｎｅｆｉｔｓ ａｐｐｒｏａｃｈ）」 で は、 環 境 コ ス ト が、 資 産 か ら 得 ら れ る 将 来 の 期 待 経 済 的 便 益 に 関 連

す るコ ストと考えられ、 回収可能な らば、 将来便益を増加させるか 否か にかかわらず資本化を

可能と する。 いずれのア プローチを用いる場 合であっても、 現行の会計 基準 との整合性が必要

と さ れ る。

３． 環境負債 の会 計処 理

図２で示されるように、 将 来の環境支出は、 過去の取引ま たは事象に関連する支出と将来の

取引ま たは事象に関連する支 出とに区分される。

過去の取引または事象に関連す る支 出は、 発生の可能性が大きく 合理的見積が可能ならば負

債 と し て 認 識 さ れ、 そ う で な け れ ぱ 開 示 さ れ る。 し か し、 環 境 負 債 に は、 発 生 の 可 能 性 が 高 い

に もかかわ らず合理的見積が困難であるた めに認識されていないものが多い。 そ のため、 経営

者の最善の 見積 によって、 将来の環境支出 の範 囲が明らかであれば認識すべきである。 測定に

関 して、 関連す る期 待回収額が見込まれる場合 や、 貨幣価値変動の処理な どが間題となる が、

見積は不確実性と複 雑性 を伴うため、 記録され た負 債を 毎年見直すことが望ま しい。

将来の取引また は事象 に関連する支出について、 将来 便益 が期待される場合は発生以前に は

財務諸表で認識されない が、 重大 なものは開示される。 将来 便益 が期待されない場合は、 将来

損失 に対する引当金が当期に設定さ れる。

また、 資産の減損に対する偶発損失 の発 生とは別に、 環境に対する 配慮 から生じた資産価値

の減損 は、 そ の資産に適用される既存の基 準にしたがって財務諸表で認識さ れる。
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将 来 の 環 境 支 出

期 待 さ れ る か ・・ ｛ 司

（可 能 性 が 大 き い か）

Ｙ ｅ ｓ

過 去 ま た は将 来 の 事 象 と関 連 し て い る か

過 去 将 来

契約債務

将 来 の 便 益 が 期 待 さ れる か

Ｙ ｅｓ Ｎ ｏ Ｙ ｅ ｓ Ｎ ｏ

｝ ｛ 來 凶
（出 所） Ｔ ｈｅ Ｃ日ｎａｄｉａｎｌｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ， 軌 泓 ， ｐ．

４２、 前 掲 訳 書、 ｐ ．８０。

図 ２ 環 境 負 債 およ び 契 約 債 務 の 会 計 の 概 要

４． 環 境 コ ス
ト、 負 備 お よ ぴ 会 計

方 針 の 開 示

財務諸表 で認 識さ れた環境コス トで、 当期の
費用 とな るものはその性質によって営業費用、

営 業外 費用 または異常損益項目に分類される。 ま た、 環境費用総額
および特定の構成要素 は独

立 して開示しなければな らない。 重大な当期 の環境資本的支出の
性質と金額およ び環境への配

慮の結果認識された資産の減損を 開示 しな ければならない。 財務
諸表外で は、 環境コ スト

の重

大な変動についての説明、 経 営成 績に
及ぼす影響等を開示することが望ま しい。

環境負債について は、 その 総額
および重要な項目は財務諸表において 独立 して 開示 すべきで

あり、
関連する繰延 費用 があ る場合には注記することを条件に純額 で表示す ることもでき 乱

認識された環境 負債に関する、 測定の重大な不確実性の性質
お よび予測 しう る結果の範囲・ 今

後５年 間の 支出総額 を開示すべきである。 将来の環境支 出
およ び損失で負債として認識されな

かった もの につ いては、 その性質、
時期、 見積金額ま たは範囲

あるいは見積が不可能である 旨

を、 ま
た、 重 大 な も の は 独

立 し て 開 示 し な け れ ば な ら な い。 契 約 に よ る 債 務、 お よ び 現 在
ま た

は近い 将来予想される環境法規制によって要求さ れる重大な将来の環境支出は・ 開示
しな けれ

ぱ な ら な いｏ

環境コストに含まれる項目、 環境コス トを資本化ま
たは費用化する基礎・ その償却

方法・ 環

境負債を認識する基礎について の会 計方針を開示 しなければな らない。
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以上のような提案について、
ＣＩＣＡ は以前より環境の影響 を既 存の会計基準に取り込 もう と

す る 努 力 を 行 っ て き た。 次 節 で は そ の 動 き に つ い て み る こ と と す る。

皿． 環境会計の制度化へ の取り組み

１． 既 存の 会計基準の改訂の動き

企業の環境コス トやリスクについて、 既存の会計 基準を慎重かつ適切に適用する ことで、 そ

の公正な提示のた めの 基礎が提供されるはずである。 しかしながら、 現行の会計基準を どのよ

うに適用すべきか が不 明瞭であったために、 結果的 に環 境コ ストは即費用化され利益を圧迫 し、

それが環境コス トの認識や ひいては企業の環境対策実施 の潜在的な障害ともなっていた。 ま た、

現行の会計基準で は適切に認識 しえない重大な環境リスク が存在することも指摘されている。

こ う し た 状 況 に 鑑 み、 ＣＩＣＡ ハ ン ド プ ッ ク の 必 要 個 所 の 見 直 し や 追 加 が な さ れ て き た。

１９９０ 年 １２ 月、 ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク シ ョ ン ３０６０ 「固 定 資 産」 の 部 分 的 改 訂 が な さ れ 新

た な 要 求 が 追 加 さ れ た。 そ れ は、 将 来 の 除 去 コ ス ト お よ び 用 地 修 復 コ ス ト に つ い て、 合 理 的 に

決定 可能な場合、 期待回収額を控除 した上で、 合理的かつ体系的な方 法で引 当金を設定するこ

とを 要求 している。 引当金は、 環境 法、 契約ま たは企業の用地修復方針によっ て、 発生の可能

性が確立 し合理的決定が可能な場合に設定さ れる。 引当金累計額なら びに引当 金の 決定に用 い

ら れ た 主 な 仮 定 と 基 礎、 当 期 に 賦 課 さ れ た 金 額 の 開 示 が 望 ま し い と さ れ る
５〕
。

また、 増 大す る環境リスクに対応 し、 １９９０年の研究報告書 「リスクおよ び不確実性 を取り

扱 う た め の ア プ ロ ー チ」 を 受 け て、 １９９５ 年 ６ 月 に ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク シ ョ ン １５０８ 「測

定の不確実性」 が公表さ れた。 これは、 財務諸表で認識さ れた項目について重大な測定の不 確

実性がある場合は、 その性 質、 金額の範囲、 認識され た金 額の開示を要求している。 重大であ

るかどうかは、 その金額の 合理 的可能性のある範囲によっ て評 価さ れる。 開示することで企業

が 不 利 と な る 可 能 性 が 高 い 場 合 は、 開 示 し な い 理 由 を 記 載 し な け れ ば な ら な い
６）
。

ま た、 環 境 負 債 を 認 識 す る 場 合 に 適 用 さ れ る ＣＩＣＡ ハ ン ド プ ッ ク の セ ク シ ョ ン ３２９０ 「偶 発

事象」 にっ いて、 この基準では偶発事象 の発生の可能性の区分が不 明瞭 であ ったことや偶発事

象の 概念の 拡大が必 要である との認識 から見 直しが行 われ、 １９９３月 ２月 に 改訂版 「偶発 利得

およ び損失」 の公開草案が公表されている。 この公開草案では、 偶発利得およ び損失の認識、

測定、 開示につ いて扱っており、 発生の可能性 が５０％ より大き い偶 発損失および９０％ より大

きい偶 発利 得を財 務諸表 で認識 するよ う要求 して いる。 ま た、 発生の 可能性 がわず か （１５％

以下） でなく なった偶発損失およ び５０％ より大きくなった偶発利 得につ いて、 測定 の基 礎に

ある不確実性の性質、 見積 金額ま たはその範囲の開示を要 求している。 偶発利得およ び損失 は、

その性質に適 した測定の基礎を用 いて経営者の最善の見積によっ て評価される７）。

さ ら に、 過 年 度 に 賦 課 さ れ る 環 境 コ ス ト を 決 定 す る 際 に 適 用 さ れ る と 考 え ら れ て い た ＣＩＣＡ
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ハン ドブック３０６０ 「過年度損益修正」 につ いて、 過年度損益修正に該
当するか どう かの判 断

が 実 務 上 不 明 瞭 で あ っ た こ と や、 他
の ハ ン ド ブ ッ ク や 他 国 の 基 準 と 調 和 さ せ る た め に、 １９９６

年 ４ 月 以 降 ハ ン ド ブ ッ ク か ら 削 除 さ れ る こ と と な っ た。 こ の 結 果、 過 年 度 に
賦 課 さ れ る 環 境 コ

ス トは、
セク ション１５０６ 「会 計上の変更」 に もとづく会計方針 の変 更お よび過年

度の誤謬の

訂 正 に よ っ て 生 じ る も の の み と な る
８）
。

以 上の よう に、 ＣＩＣＡ は当初、 関連する既存の会
計基 準を 一部改訂するなどして解決を図ろ

うと していたが、
既に会計基準間の矛盾が露呈 して きて いる ことや、 環境の影響

を財務諸表に

適切 に反 映さ せるためには既存の基準を若干拡 大す る必 要があること、 また、 環境コス トやリ

スク の定義が必要となってきているとの認識か ら、 環境コストに
関する独立した会計基準の作

成 に 向 け た 動 き が み ら れ る よ う に な っ て き て い る
９）
。

２． 包括的な環
境会計の基準作 成に向けてｍ）

環 境 コ ス ト に つ い て 包 括 的 に 取 り 扱 う 独 立 し た 基 準 を ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク に 設 定 し よ う と

す る プ ロ ジ ェ ク ト と し て 「環 境 コ ス ト」 が あ る。 こ れ は、 環 境 コ ス ト の 会 計 に 関 す る
ガ イ ド ラ

イ ン を 構 築 す る も の で あ り、 そ の 中 で は、 環 境 コ ス ト の
定 義、 財 務 諸 表 に お け る 認 識、 測 定

お

よ び 開 示 に つ い て 検 討 さ れ て い る。

さ ら に、 財 務 会 計
の フ レ ー ム ワ ー ク を 拡 大 し、 新 た な 環 境 会 計 の 可 能 性 を 探 っ て い る 研 究 報

告 書 の プ ロ ジ ェ ク ト と し て 「フ ル コ ス ト 環 境 会 計」 が あ る。 そ こ で は、 フ ル コ ス ト 環 境
会 計 と

はいかなる もの かにっ いて詳細に検討 し、 それ
を用いた場合 の情 報の有用 性の調査および主た

る情報利用 者の 識別 を行う予定である。 ま
た
、 フ
ルコス ト環 境会計の実務での適用の可能性、

実施にあたり生 じる問題点にっいて別個に取り扱う べきかどうかを検討する。 この報告書は、

フ ルコス ト会計の開発と実施にむけて、 会計専 門家
が他の分野と共同で一層の作業を実施すべ

きか どうか を評価する基礎となることが期待さ れている。

この よう な環境会計の基準作成に向 けた動き がみられる中、 企業による年次報
告書での環境

情報 の開示もかなりなされてきている。 次 節では、 環境情報の全般的
な開示状況と、 環境コ ス

トおよぴ環境負債に関する開示の実 態にっ いてみることとす 乱

ｗ． カナダにお ける環境情 報開示の現状

１． 環境備報開示語査の概要

企業による環境惰報開示の 増加 に対応して、 環境業績情報を外部報 告
す る際の様々 な問題お

よ び報 告のフォ ームと 内容に関す る ガイ ドライ ンを 示 した 「環境 業績 に関する報 告」 が１９９４

年に公表された１１）。 この報告書に沿っ て環
境情報の開示状況を調査 した 「カ ナダにおける環境

報告一１９９３年度年次報告書の調査」 が同年公表さ れた。 これ は、 ＣＩＣＡ が１９９４年８月 末まで
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に 受 け 取 っ た カ ナ ダ 企 業 ８６３ 社 の １９９３ 年 の 株 主 向 け 年 次 報 告 書 の 調 査 で あ り、 環 境 コ ス ト、

負債、 リ スク に関する実務およ び報告につい て要 約し、 ま
た環境情報の事例も数多く提示 して

い る１２）。 以 下、 こ の 報 告 書 の 内 容 に っ い て み る こ と と す る。

２
． 環
境備報の 開示状況

環 境 情 報 の 開 示 状 況 を 業 種 ご と に 分 類 し た も の が 表 １ で あ る。 ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク

シ ョ ン ３０６０ の 情 報 の み を 提 供 す る 企 業 と は、 将 来 の 除 去 コ ス ト お よ び 用 地 修 復 コ ス ト に 関 す

る引当金についてのみ開示 し、 環境問題や環境法についての記述 がなさ れていない企業であり、

石 油 ガ ス、 鉱 業 に 多 く み ら れ る。

表 １ 業 種 別 に よ る 環 境 情 報 の 開 示 状 況

環 境 情 報 報 告

業 種

天然資源

森 林

石 油 ガス

鉱 業

電 気 ガス 公 益 事 業

輸 送

航 空
、
鉄 道
、
船 舶
、
ト ラ ッ ク

パ イ プ ラ イ ン

製 造 業

不 動 産 お よ び 建 設

通 信 お よ び 映 像

小 売 お よ び 卸 売

金 融 サ ー ビス

そ の 他

セ ク シ ョ ン３０６０

調 査 企 業 総 数 総 企 業 数 ％
の み の 企 業 数

２０

１２１

１１２

２１

１３

６

１９７

２７

５０

５４

９５

１４７

１９

１１４

７２

２０

９５ １

９４ ３７

６４ １０

９５ １

６２

１００

３９ ２

３０

２０

１５

１３

１８ ２

８６３ ３８１ ４４ ５４

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ ｌｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔ斗 互 ｍ 伽 舳 酬 〃 地 ゆｏ 励 ｍｇ 初 Ｃｏ ㎜ 肋 一 λ

Ｓ山〃２ツ ｏ∫ ｊ９９３ 亙 φ ｏれＥ （Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ，
１９９４）， ｐ．１２．

３． 環境仙報の開示箇所

環境 情報は年次報告書の２ヵ所以上で開示さ れることが多く、 以下のような箇所で開示され

て い る。 な お、 表 ２ か ら は、 年 次 報 告 書 に お い て 環 境 情 報 を 開 示 す る 企 業 ３８１ 社 を １ＯＯ％ と し

て 各項 目の開示割合を表示する。

表２ 年次 報 告 書 に お け る 環 境 情 報 の 開 示 箇 所

企 業 数 ％

会 社 の 概 要

① 取 締 役 会 報 告 書 ノ 会 長ま た は 社 長 のメ ッ セ ー ジ

１２９ ３４

８６ ２３
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② 会 社 プロ フ ィ ー ル ／ 使 命 の 記 述 ３７

③ そ の 他 の 一 般 的 な会 社 情 報 ２７

会 社 の 概 況 ２８５

④ 経 営 者 の 討 議 と 分 析 （ＭＤ ＆ Ａ） １８９

⑤ 営 業 活 動 の討 議 ／ 年 間 の 概 況 １２９

⑥ 環 境 （健 康お よ び 安 全） に 関 す る 独 立 した 区分 ３９

⑦ 社 会 責 任 情 報ま た は 企 業 責 任 情 報 ２２

⑧ 年 次 情 報 フォ ー ム （ＭＤ ＆ Ａ や 財 務 諸 表 以 外）／ フ ォ ー ム １Ｏ－Ｋ， ２０－Ｆ ９

財 務 諸 表 およ ぴ そ の 注 記 ２２６

⑨ 会 計 方 針 １７９

⑩ 財 務 諸 表 １３４

⑪ 財 務 諸 表 の 注 記 の み １ＯＯ

７５

５９

１０

７

５０

３４

１０

６

２

４７

３５

２６

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎｌｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ，ｏか 泓， ＰＰ・１９４■２
０２・

４． 開示されている環境情報の
種類

年次報告書で開示されてい る情 報は、 環境への関心の一般的
な記述 から財務 諸表における会

計情報、 環境業績指標を用い
た環 境活動のデータにいたるまで幅広い。 こ れ以 降は、 表３の財

務情報であ げられている各項 目につ いてみていくこととする。

表 ３ 年 次 報 告 書 で開 示 さ れ て い る 環 境 情 報 の 種 類

企 業 数 ％

財 務 情 報

① 将 来 の 除 去 コ ス トお よ び用 地 修復 コ ス ト

② 偶発事象

③ 資本的支出

④ 契約債務

⑤ 研 究 開 発 活 動 コ ス ト

⑥ そ の 他 の 環 境 コ ス ト

環境業績情報

① 環境間題

② 環 境 法 規 制 の 遵 守

③ 環境方針

④ 環 境 目 標 や 目 標 数 値

⑤ 環境管理情報

⑥ 環 境 業 績 の 分 析

２０６ ５４

６７ １８

４５ １２

１１ ３

１０ ３

２９ ８

８０ ２１

１５１ ４０

１４７ ３９

２８ ７

１４４ ３８

１６ ４

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈ 趾ｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔ乱 ｏ皿 泓 ， ｐ．
９。

５． 環 境 ］ ス ト

（１） 資本 的支出

オ ンタリ オ州 とケペック州では、 環
境保護要 求によってもたらされる当期およ び予期される

将来年 度の資本的支出や、 利
益およ び競争上の 地位に与える財務上営業上の影響を開示するよ

う 要 求 し て い る１３）。 表 ４ の い ず れ の 項 目
も 財 務 諸 表 の 注 記 に お け る 開 示 は 一 部 で あ り・ ほ と ん

どは ＭＤ ＆ Ａ や年次惰報フォームな どで開示されてい れ
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表 ４ 環 境 に 関 連 す る 資 本 的 支 出 の 開 示

企業数 ％

環 境 資 本 的 支 出 の 開 示

① 当 期 の 資 本 的 支 出

② 過 去 の 資 本 的 支 出

③ 将 来 の 資 本 的 支 出

４５ １２

３１

１２

２５

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａ皿 Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ，ｏか 漱 ， Ｐ－１６４．

（２） 研究開発その 他のコスト

ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク シ ョ ン ３４５０ 「研 究 開 発 費」 で は、 開 発 費 は 一 定 の 規 準 を 満 た す

場 合 に 繰 延 べ、 繰 延 開 発 費 の 当 期 償 却 金 額 を 開 示 す る こ と を 要 求 し て い る
１４）
。 ま た、 オ ン タ リ

オ州とケベック州 では、 環 境費用
が当期の費用の重大な構成要 素である場合や、 当期の環境費

用は多額であるが次期 はそ うではない場合、 また、 臨時的な事 象や取引ま たは重大な経済変動

の 結 果 生 じ た も の で あ る 場 合 は 開 示 が 要 求 さ れ る１５）。

表５ につ い て は、 主 と して 営業 活動 の記 述で 開 示が なさ れて おり、 ＭＤ ＆ Ａ や年 次情 報

フ ォ ー ム、 社 会 責 任 の 記 述 で の 開 示 も み ら れ る。 な お、 「そ の 他 の 環 境 コ ス ト」 に は、 排 水 処

理工場の活動コス ト、 環境 監査と用 地評価コスト、 工場で利用後の 石油 や溶剤、 塗装溶剤の回

収、 処 理、 リ サ
イ ク ル の コ ス ト、 ＰＣＢ 汚 染 の 浄 化 コ ス ト、 罰 金 な ど が 含 ま れ て い る。

表 ５ 環 境 に 関 連 す る 研 究開 発 そ の 他 の コ ス ト

企 業 数 ％

研 究 開 発 活 動 コ ス ト

そ の 他 の 環 境 コ ス ト

１０

２９

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ １皿ｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ， 妙 ｃ
κ
， ＰＰ．

１７０
，
１７４．

６． 環
境 負 情

１１〕 将 来 の 除 去 コ ス ト お よ び 用 地 修 復 コ ス ト

将 来 の 除 去 コ ス ト お よ び 用 地 修 復 コ ス ト に は・ 上 述 の ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク シ ョ ン

３０６０ｒ固定資産」 が適用される。 こ の基 準で望ま しいとされている開示事項のす べて を開示す

る企 業は５２社あっ れ そ のすべてまたは一部を ＭＤ＆ Ａ のみで開示する企業もあっ ㍍

表 ６ 将 来 の 除 去 コ ス ト お よ び用 地 修 復 コ ス ト の 開 示

企業数 ％

将 来 の 用 地 修 復 に言 及 す る 企 業 総 数

① 引当金累計額

② 引 当 金 の 決 定 に用 い た 主 な 前 提 と 基 礎

③ 期間収益への賦課

金額開示

金 額 開 示 な く 減 価 償却 費 に 含 め る と の 説 明

２０６ ５４

１６１ ４２

１５２ ４０

６３ １７

３９ １０
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④ 将 来 修 復 の 履 行 預 託 金、 信 用 状、 埋 立保 証 金、 そ の 他 の 担 保

⑤ 実 際 の 用 地 修 復 コ ス ト の 金 額

⑥ 用 地 修 復 の た め の 将 来 負 債 の 見積 総 額

２１ １０

１７ ６

１０ ３

（ 出 所） Ｔｈｅ Ｃａ ｍ ｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ，ｏか ｏ征、 叫 １４１．

１２〕 契約債務

ハ ン ド ブ ッ ク の セ ク シ ョ ン ３２８０ 「契 約 上 の 債 務」 に よ れ ば、 財 政 状 態 ま
た は 通 常 の 事 業 活

動に対して異常な支出となる契約 債務、 将来のかなりの期間にわたる契約 債務な どの当期の財

政状態ま たは将来の活動に関 して 重大である契約債務の詳細を開示 しな ければな らない
１６〕
。 ま

た、 オンタリ
オ州とケペック州で は、 重要な影響を及ぼすことが合理 的に期待さ れる既 知の契

約 債 務 の 開 示 が 要 求 さ れ る１７）。 表 ７ に つ い て、 ほ と ん ど の 企 業 は 財 務 諸 表 の 注 記 で 開 示 し て い

た。

表 ７ 環 境 に 関 連 す る 契 約債 務 の 開 示

企 業 数 ％

契 約 債 務 の開 示

① 環 境 業 績 を 保 証 す る た め の 契 約 債 務

② 環 境 法 遵 守 の た め の 資 本 的 支 出 の 契 約 債 務

１１ ３

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ ㎞ｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ、 ψ． 泓， 叫 １５３．

１３〕 偶 発債務および不確実性

ＣＩＣＡ ハ ン ド プ ッ ク の セ ク シ ョ ン ３２９０ 「偶 発 事 象」 に よ れ ば、 発 生 金 額
を 超 え る 将 来 損 失

の可 能性がある場合には財務諸表の注記で 開示 しな ければならない。 重要性のあるリスクに適

切な 保険がかけられていない事実、 訴訟や 他社 のための保証を含む、
確定すれ ば企業の財政 状

態 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ す、 可 能 性 が 低 い 偶 発 損 失 は、 開 示 す る こ
と が 望 ま し い と さ れ る１目〕。 オ

ンタ リオ州 とケベック州では、 財政状態およ び経営成績
の理解に必要なリスクおよ び不確実性、

企業 活動 に影響を及ぼすであろう既知の傾 向ま たは不確実性の開示が要求される１９）。 表８につ

い て、 財 務 諸 表 の 注 記 で 開 示 す る 企 業 は ５２ 社 で
あ り、 ＭＤ ＆ Ａ の み で 開 示 す る 企 業 も あ っ た。

表 ８ 環 境 に 関 連 す る 偶 発 事 象 の 開 示

企 業 数 ％

環 境 偶 発 事 象 を 開 示 す る企 業 総 数

① 修 復 ま た は閉 鎖 コ ス ト に 関 す る 不 確 実 性

② 環 境 間 題 に関 す る 訴 訟 や請 求

③ 環 境 法 の 影 響 に 関 す る 不 確 実 性

④ 環 境 訴 訟 や 偶 発 事 象 （詳細 な 記 述 な し）

⑤ そ の 他 の 不 確 実 性

６７ １８

３０

１５

８

７

７

（出 所） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ １ｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔ斗 ψ．ｏκ， ｐ．
１５３．
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Ｖ
．
今 後 の 課 題

環境の影響を企業の財務諸表に取り込 もうとする動きについて、 カナ ダはそ の主 導的立場に

あると評価されている。 しか し一方で、
将 来の用 地修復コストの引当を要求するような 会計基

準の採用 などは、 環境コストや環境負債の認識
を通して企業の財政状態や経営成績 に重大な 影

響を 及ぼすことになり、 その結果、 カナ ダ企業 は生 産コストや利益の面で他国が同様の要求 を

採用 するまでは競争上かなり不利となる。 この よう な事態をカナ ダの会計士は危慎 しており、

環境 間題に関する会計基準が国際的に調和化さ れる ならばこの問題はなくなると して、 その必

要 性 を 提 案 し て い る２０）。

ひるがえってわが国においても、 今後、 環境 に関するさ らに厳格
な法規制や厳密な行政管理

の 導 入 が 予 想 さ れ る こ と で、 継 続 的 な 遵 守 コ ス ト や 将 来 の 資 本 的 支 出 は ま す ま す 重 要 と な る
２１）
。

その一方 で、 環境法規制の整備は環境コス トの識別や定 義
づけを可能にしつつあり、 環境会計

の制度化 を現実的なものとしている。 環境対策の緊急性とそ の重要性に鑑み、 まずは既存の会

計 フ レ ー ム ワ ー ク 内 に お い て 環 境 コ ス ト や リ ス ク を 適 切 に 扱 う こ と が 必 要 と な っ て き て い る 中

で、 カナ ダにおける環境会計の動向は、 環境会計の１つの方 向、 そ れも基準設定当局や企業で

の実際の 動き を伴 ったきわめて具体的な動きを示 しており、 わ が国にも重要な示唆を与えるこ

と に な る と 考 え ら れ る。

注

１） 山 上 達 人 ・ 菊 谷 正 人 編 著 『環 境 会 計 の 現 状 と課 題』 （同 文 舘・ １９９５ 年）、 ｐｐ．１８７－１９１．

２ ） Ｄｅ１ｏｉｔｔｅ Ｔ ｏｕｃｈｅ Ｔｏｈ ｍ ａｔｓｕ Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１， １ｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｆｏｒ Ｓ ｕｓｔａｉｎａｂ１ｅ Ｄｅｖｅｌｏｐ－

ｍｅｎｔ，
ＳｕｓｔａｉｎＡｂｉ１ｉｔｙ に よ る 日 欧 米 ７０ 社 の 環 境 報 告 書 の 調 査 で は・

カ ナ ダ の 主 導 的 企 業 は 侵 れ た 環

境 報 告 を 実 施 し て い る こ と・ ま た・ ＫＰＭＧ が 実 施 し た １Ｏ カ 国 ６９０ 社 の 年 次 報 告 書 お よ び 環 境 報 告 書

の 調 査で は、 カ ナ ダ 企 業 ９９ 社 の 各 環 境 項 目の 開 示 割 合 は い ず れ も 全 体 平 均 を 上 回 っ て い る こ と が 示 さ

れ た 。

３） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ，
亙 ｍ 伽ｏｍｍｅｍ 刎 Ｃｏｓ灼 伽 ｄ 〃 αδｍ 池∫ｊ λｃ－

ｃｏ〃ｍκｍｇ αｍｄ 〃 ｍ ｍｃ｛〃 Ｒ 助 ｏ 棚 ｍｇ ∫ｓｓ ｍ ｓ （Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ，

１９９３）、 平松
一 夫 ・ 谷 口 智 香 訳 『環 境 会 計 一 環 境 コ ス トと 環 境 負 債』 （東 京 経 済 情 報 出 版、 １９９５ 年）。

４） ＣＩＣＡ ハ ン ド ブ ッ ク ３０６０．２９ は 将 来 便
益 の 増 加 ア プ ロ ー チ を、 ア メ リ カ の ＥＩＴＦ ｇＯ－８ は 将 来 便

益 の

追 加 コ ス ト ア プ ロ ー チ を 採 用 し て い る と 考 え ら れ る。

５ ） α Ｃ λ 肋 ｍ ｍ ｏｏ々 Ｓｅｃｔｉｏｎ ３０６０，
“Ｃａｐｉｔａ１ Ａｓｓｅｔｓ

”
， ｐａｒａｇｒａｐ

ｈ ３０６０
．
３９
，．
４０
，．
６３
．
し か し

、 こ
の 基 準 で

は 既 存 の 環 境 浄 化 債務 の 全 額 を 認 識 す る こ と に は な らず、 ま た、 期 待 回 収 額 の 解 釈 が 不 明 瞭 で あ る と

い う 指 摘 が な さ れ て い る

６ ） Ｂｏｒｉｔｚ， Ｊ．
Ｅ
．
λ力ゆ ｍ αｃ 伽 ∫ ｆｏ Ｄ ω 〃ｍｇ ω｛ 肋 Ｒ｛ｓ尾 αｍｄ σ〃ｃ ｍ 物 肋 妙，

Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｒ ｅｐｏｒｔ （Ｔ ｏｒｏｎｔｏ；

ＣｌＣ Ａ）． α Ｃ
λ Ｈαｎ ｍ ｏｏ々 Ｓｅｃｔｉｏｎ １５０８，

．．Ｍ ｅａｓｕｒｅｍ ｅｎｔ Ｕ ｎｃｅｒｔａｉｎｔｙ
”
．
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７）
“Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ｇａｉｎｓ ａｎｄ Ｌｏｓｓｅｓ

’’ （Ｅｘｐｏｓｕｒｅ Ｄｒａｆｔ，
Ｆｅｂｒｕａｒｙ １９９３）．

８） “Ｐｒｉｏｒ Ｐｅｒｉｏｄ Ａ ｄｊｕｓｔｍ ｅｎｔｓ
．’ （Ｅｘｐｏｓｕｒｅ Ｄｒａｆｔ，

Ｍ ａｒｃｈ １９９５）， ｐａｒａｇｒａｐ
ｈ ３６００

－
０７
，一
０８
，。
０９
．

９ ） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ，
ｏρ． 誠．， ｐｐ－

９９ － １０２
． 前

掲 訳 書
、 ｐｐ．

１６３ －

１６８．

１Ｏ） “Ｗ ｈａｔ’ｓ ｇｏｉｎｇ ｏｎ
”
，
Ｃλ Ｍ ㎎ ω ｍ，

Ｍａｒｃｈ １９９５．

１１） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ，
Ｒ ψｏ ｍ ｍｇ ｏ〃 亙 ｍ 加ｏｍｍ ｍ ω 地 げｏｍ ｍ ｍθ＿

Ｓ〃ｍｍｏη Ｒ ψ 桝 （Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ，
１９９４）
．
こ の 報 告 書 で は、

環 境 業 績 を 報 告 す る 際 の 様 々 な 間 題 点 お よ び 環 境 報 告 の フ レ ー ム ワ ー ク を 提 示 し、 環 境 報 告 書 の 目 標

と 目 的 の 設 定 に つ い て の 取 締 役 と 経 営 者 の 責 任 の 提 起、 様 々 な 利 用 者 集 団 の期 待 に も と
づ い て 環 境 業

績 指 標 を 開 発 す る た め の 基 準、 報 告 組 織 と 利 害 関 係 者 に と っ て の そ の 指 標 の 実 際 性 と 有 用 性 につ い て

も 検 討 さ れ て い る。

１２） Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ、
亙 ｍ 伽ｏｍｍｅｍ 刎 Ｒ ％ｏ棚 ｍｇ 伽 Ｃ 舳 αｄα一 λ

Ｓω 〃ｅツ ｏ∫ ｊ９９３ Ｒ ψ ｏれｓ （Ｔｈｅ Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｔｅｒｅｄ Ａ ｃｃｏｕ ｎｔａｎｔｓ，
１９９４）

、

１３） ＯＳＣ Ｐｏｌｉｃｙ Ｓｔａｔｅｍ ｅｎｔ Ｎ ｏ．５．１Ｏ，
ＰａｒｔＩＩ．； Ｑ ｕｅ

ｂｅｃ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ Ａｃｔ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎｓ，
Ｓ ㏄ ｔｉｏｎ １５９ ａｎｄ

Ｓｃｈｅｄｕ１ｅ ｌＸ，
Ｉｔｅ ｍ ３．２． （ ３ ）．

１４） α Ｃλ 〃αｍ 〃 ｏｏ尾 Ｓｅｃｔｉｏｎ １５０８，
“Ｒｅｓｅａｃｈ ａｎｄ Ｄｅｖｅ１ｏｐ ｍ ｅｎｔ Ｃｏｓｔｓ

”
．

１５） ＯＳ Ｃ Ｐｏｌｉｃｙ Ｓｔａｔｅｍ ｅｎｔ Ｎｏ．５．１Ｏ．； Ｑｕｅｂｅｃ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ
Ａｃｔ Ｒｅｇｕ１ａｔｉｏｎｓ，

Ｓｅｃｔｉｏｎ １１９ ａｎｄ Ｓｃｈｅｄ－

ｕ１ｅ Ｖ皿，ａｎ
ｄ Ｓｅｃｔｉｏｎ Ｉ５９ ａｎｄ Ｓｃｈｅｄｕｌｅ ｌＸ．

１６） Ｃ∫Ｃλ 〃αｎｄδｏｏ尾 Ｓｅｃｔｉｏｎ ３２８０，
‘‘Ｃｏｎｔｒａｃｔｕａ１ Ｏｂ１ｉｇａｔｉｏｎｓ

”
一

１７） ＯＳＣ Ｐｏ１ｉｃｙ Ｓｔａｔｅｍ ｅｎｔ Ｎ ｏ．５．１Ｏ，
Ｐａｒｔ㎜，

（１ ）； Ｑ ｕｅｂｅｃ Ｓ ㏄ ｕｒｉｔｉｅｓ Ａ ｃｔ Ｒｅｇｕ１ａｔｉｏｎｓ，
Ｓｃｈｅｄｕｌｅ

Ｖ１ｌ，
Ｐａｒｔ Ｉ，

１．

１８） Ｃ∫Ｃλ 〃αｍｄ６ｏｏ尾 Ｓｅｃｔｉｏｎ ３２９０，
‘‘Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｃｉｅｓ

”
．

１９） ＯＳＣ Ｐｏｌｉｃｙ Ｓｔａｔｅｍ ｅｎｔ Ｎｏ．５．１０．； Ｑｕｅｂｅｃ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ Ａｃｔ Ｒｅｇｕ
１ａｔｉｏｎｓ，

Ｓｅｃｔｉｏｎ １１９ ａｎｄ Ｓｃｈｅｄ－

ｕｌｅ ㎜．

２０） Ｔ
．
Ｒｏｓｓ Ａｒｃｈｉｂａｌｄ ａｎｄ Ｄａｖｉｄ Ｗ． Ｃｏｎ ｋ１ｉｎ，

“Ｐｅｒｃｈｅｄ ｏｎ ｔｈｅ Ｌｅａｄｉｎｇ ｅｄｇｅ
’’
， Ｃλ

Ｍｏｇ ω ｍ （Ｊａｎ－

ｕａｒｙ １９９３） ｐｐ．
６３ － ６５

，

２１） 平 成 ７ 年 版 の 環 境 白 書 で は・ 国、 地 方 自 治 体 な ど が 今 後 ま す ま す 広 い 局 面 で 社 会 経 済活 動 に 環 境 対

策 を 組 み 込 ん で い く こ と が必 要 であ る と し て、 そ の 参 考 と し て、 各 国 の 環 境 対 策 と そ れ が経 済 に 及 ぼ

し た 影 響 な ど を 取 り 上 げ て い る。 す で に 神 奈 川 県 秦 野 市 で は、 ア メ リ
カ の ス ー パ ー フ ァ ン ド 法 に な

ら っ て、 地 下 水 汚 染 の 責 任 が 該 当 土 地 を 過 去 に 所 有 ま た は 使 用 し た 事 業 者 ま で 遡 及
し て 浄 化 責 任 が 義

務 づ け ら れ る 「地 下 水 汚 染 の 防 止 お よ び 浄 化 に 関 す る 条 例」 が １９９３ 年 ６ 月 に 制 定さ れ て いる。


